
書式第 12号 (法第 28条関係)

´

令和死年度  事 業 報 告 書

令和2年 6月  1日 から 令和3年 5月  31日 まで

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

1 事業の成果
ニジェール共和国マラディ州マダルンファ県内の4地区の村落部地域を対称に、地域社会開発の活動

した。

植民地化から続く、近代化 (文明化)や
いない部分が弊害となって、地域社会で
があり、かつ心の拠り所となる在来知を
るようにしくみをアップデー トするとい

自の活動を立案、実施している。

イ ス フ ム化 に
ト

c,ヽ る急激な変化に 個人や地域社会が対応 しきれ

さま ざま な問題 を生み続けてしヽる。 そ で 住民にと・ つ て

生 か した地域運営体制を再強化 しつ つ も 住民が変化に対応で き

, ,a)fi-em り組 んだ。組織化 意識化を通し 各

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千円)

地域運営 村落部地域を対象に、在来
知を生かした形での地域運
営のしくみに組み換える

日常 ニジェール共

F口 国村落部
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0'“]100

)00人

2000

事業名 事 業 内 容 施
時

実
日

施
所

実
場

従事者
の人数

事業費の

金額
(千円)



二
`元

年度 活動計算書

令和2年 6月  1日 から 令和3年 5月  31日 まで

ゴ ベ

2

3

受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

受取助成金等
受取補助金

4 事業収益

Ⅱ

5 その他収益
受取利息

経常収益計
経常費用
1 事業費

(1)人件費
給料手

事業収益
事業収益

用

当

退職給付費
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

その他経費計
事業費計

2 管理費
(1) 人件費

役員報酬
給料手当
退職給付費
福利厚生費

用

会議費
旅費交通費
施設等評価費
減価償却費
印刷製本費

人件費計
その他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

用

(2)

その他経費計
管理費計

経常費用計
当期経常増減額

金額科 目

2,000,

0
0

810,701

0
0
0
0

184

lR4

959,447
0

18,950
221,276
44,531

0

1_244_204



経常外収益

経常外収益計
経常外費用

経常外費用計
税引前当

14,917

14,91



書式第 15号 (法第 28条関係)

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

二・1元年度 貸借対照表

令和3年 5月  31日 現在

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

65,056

14,917

:円 )

資 産 合 計

H 負債の部

1 流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

科 目 金額

79,973

79,

973



正味財産合計

債及び正味財産合計

79,



令和2年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、MЮ法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正取0法人会計基準協議会

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
対象となる資産を所有していないことから対象外

(2)固定資産の減価償却の方法
対象となる資産を所有していないことから対象外

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

有給スタッフがいないため対象外

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

対象となるサービス受領がないため対象外

(5)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によつています。

2.事業別損益の状況

3.施設の提供等の物的サービスの受人の内訳

によつてい

事 業
事業部門計 管理部門 合計

事 業 事 業 事業
科 目

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計
当期経常増減額 ■■■■■■

算定方法内容 金額



4.使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固定資産の増減内訳

6.借入金の増減内訳

7.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項
事業費と管理費の按分方法

極力事業費に充てた

その他の事業に係る資産の状況

対象外

備 考内容

73376 2000000 2036141 37235

87173376 1000000 2036141

アジアアフリカ医療
教育支援機構

合 計

減価償却累計額取 得 減 少科 目

0

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合 計

当 期 返 済 期末残高科 目

合 計

内役員及び
近親者との

nl弓 |

科 目

計算吾類に

計上された
金額

(活動計算書)

活動計算書計
(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

グ´
=元

年度 財産目録

令和3年  5月  31日 現在

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

(単位 :円 )

科 目 金額

資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

事業未収金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

2,721,565

2,721,565

2.721,565



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和2度 年間役員名簿

令和2年 6月 1日 から 令和3年 5月  31日 まで

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

就任期間 報酬を受けた

期  間
役 名 氏   名

な し令和元年6月 1日

～令和3年 5月 31日
理事 若藤麻衣子

な し令和元年6月 1日

～令和3年 5月 31日
哩事 郡司 光

令和元年6月 1日

～令和3年5月 31日

な し

哩事 三木 夏樹

な し令和元年6月 1日

～令和3年 5月 31日
岩倉 由貴子監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

令和3年 5月  31日 現在

特定非営利活動法人 ヤウダゴベ

氏   名

奥村 めぐみ

９
“

江上 舞

∩
６ 郡司 光

4 村田 秀文

”ｈ
）

岩倉 由貴子

ハリ
内田 りな

７
・

中野 真由子

8 武田 光真

9 久保嶋 裕也

10
三木 夏樹

11 若藤麻衣子

12


